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令和７年度 千葉市学力状況調査の委託業務仕様書 

千葉市教育委員会  学校教育部  教育指導課  

 

１ 業務名 

  令和７年度千葉市学力状況調査委託業務 

 

２ 目的 

  千葉市の児童生徒の学力の定着や学習に対する意識、生活の状況等を把握する調査を実施し、教育

及び教育施策の成果と課題を検証するとともに、指導の工夫改善を図るための方策を構築し、児童生

徒一人一人の学力を確実に伸ばす教育を推進する。 

   

３ 委託期間 

  契約締結日から令和８年８月３１日まで 

 

４ 業務内容 

  令和７年度千葉市学力状況調査に係る以下の業務を行う。 

（１）学力調査問題について 

① 学力調査問題の作成 

   ア 調査対象者予定数 

     千葉市立小学３年生（7,135人分）・５年生（7,516人分）および千葉市立中学・中等教育２

年生（7,360人分） 

参考：小学３年生：7,080人 小学５年生：7,461人 中学・中等教育２年生：7,345人 

（令和７年５月１日現在） 

   イ 調査時期 

     小学校・・・・・・・・・・令和８年２月１２日（木）～２月２７日（金） 

     中学校・中等教育学校・・・令和８年３月 ２日（月）～３月１７日（火） 

   ウ 調査内容 

    (a) 実施教科 

小学校３年生・・・・・・・・・・・・４教科（国語・社会・算数・理科） 

小学校５年生・・・・・・・・・・・・５教科（国語・社会・算数・理科・外国語） 

中学校および中等教育学校２年生・・・５教科（国語・社会・数学・理科・外国語） 

(b) 調査時間 

      １教科につき、小学校は４０分、中学校および中等教育学校は４５分とする。 

   （ｃ）調査方法 

      小学校３年生、小学校５年生は、紙媒体（ＰＢＴ）で実施とすること。 

      中学２年生はＣＢＴで実施とすること。（なお、生徒の一人一台端末の状況や実施環境等

により紙媒体（ＰＢＴ）での実施にも対応できること） 

   エ 調査問題 

     調査問題の内容については、以下のことに留意すること。 
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    （a）学習指導要領に基づくこと 

      平成29年３月に公示された学習指導要領は、教科等の目標や内容について、生きて働く「知

識及び技能」、未知の状況にも対応できる「思考力、判断力、表現力等」、学びを人生や

社会に生かそうとする「学びに向かう力、人間性等」という三つの柱に基づいて整理され

ており、これらの資質・能力の三つの柱は、相互に関係し合いながら育成されるものとい

う考え方に立っている。こうした学習指導要領の考え方を踏まえ、調査問題においては「知

識及び技能」を活用して「思考力、判断力、表現力等」をはかることができるよう構成す

るように工夫する。 

    （ｂ）出題範囲 

     ・検査問題は、実施時期に鑑みた学習内容（小中学校共に１２月末まで）とするが、検査の

目的は既習学習内容の定着状況の把握であることに留意すること。 

     ・学習指導要領に定める目標や内容に準拠し、対象学年において「知識・技能（身に付けて

おかなければ後の学年等の学習内容に影響を及ぼす内容や、実生活において不可欠であり

常に活用できるようになっていることが望ましい知識・技能等）」を把握できるものであ

ること。加えて、「思考・判断・表現（基礎問題と対比したうえでの応用問題を解く力の

ような狭い意味ではなく、実生活において基礎的な知識及び技能を活用し課題を解決する

ために必要な思考力、判断力、表現力等を含む力）」について児童生徒の現状を的確に把

握できるものであること。 

     ・「社会科」等において、学習指導要領上、学習内容やテーマが選択できる単元等を取り上

げる際には、その内容及びテーマを選択しなかった学校が不利にならないように対策を講

じること。また、学校がどの問題を選択したのか確認できるような手立てを講じること。 

         ・国語の調査には聞き取り問題と作文などの記述による問題を、英語の調査にはリスニング

問題と作文などの記述による問題を含むこと。リスニング等では、学校にヘッドホンなど

の準備は求めないこと。 

    （ｃ）調査問題の作成 

・調査問題は、千葉市の児童生徒が使用している教科書に準拠したものであること 

     【小学校】 国語：光村図書  社会：東京書籍  算数：啓林館  理科：大日本図書 

英語：開隆堂 

     【中学校】 国語：光村図書  社会：東京書籍  数学：啓林館  理科：啓林館 

  英語：開隆堂 

      ・各設問の出題の趣旨と学習指導要領との関連を明確にすること。 

・難易度、教科の領域等のバランスを考慮して作成すること。解答方式は選択式・短答式・

記述式の３種類をバランスよく出題すること。また、記述式の問題では、複数の考え方、答

え方があるものなどについて出題すること。「知識・技能」を問う内容が問題全体のおおよ

そ７割、「思考・判断・表現」を問う内容が問題全体のおおよそ３割とすること。 

       選択式：数種の項目群の中から適切な項目や符号を選択する方式 

       短答式：短い語句や文、または数値等で解答する方式 

       記述式：自分の意見や提案、方法や理由、根拠、紹介や報告などをまとめ、比較的長い
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語句や一定以上の文字数、文章で記述する方式 

     ・評価の観点として「知識・技能」「思考・判断・表現」に関わるものを出題すること。 

      ※「主体的に学習に取り組む態度」については、「意識調査」で見ること。 

     ・達成目標の設定値（目標値）は、「知識・技能」において、教科ごとの小学校の平均値は

70を中心に、中学校の平均値は65を中心に、「思考・判断・表現」において、教科ごとの

小学校の平均値は50を中心に、中学校の平均値は45を中心に、それぞれプラスマイナス５

の範囲内とする。なお、小・中学校ともに設定値40を下回る小問は設定しないものとする。 

     ※目標値とは、標準的な時間をかけて学習指導要領に示された内容について学んだ場合、到

達してほしい標準学力検査における正答率とする。 

     ・検査の客観性・妥当性・信頼性等が、厳正かつ明確な根拠によって保障されていること。

特に、達成目標の設定値については、問題数及び内容との関連による検討や予備実施等の

結果を踏まえるなど、より客観性を高めた上で決定することとし、より精度を高めたもの

であること。 

     ・問題数及び内容、達成目標の設定値は教育委員会と協議の上、決定することとする。また、

検査の目的を踏まえ、発達段階を十分に考慮して検査時間内に解答できる問題とし、教育

委員会の事前確認を受け調整すること。 

     ・作成する調査問題の種別は下記のとおりとする。 

       区分 概要 

１ 通常版 小学校は各教科40分／中学校は45分で実施する。 

２ ルビ版 通常版に総ルビを付したもの 

 

② 採点処理及び結果の分析 

  問題や解答、採点結果等の情報が外部に漏洩しないようにする。 

   ア 採点業務 

    採点基準を計画に設けて、採点者による差異が生じないようにすること。 

小学校３年生採点教科・・・・・・・・・・・４教科（国語・社会・算数・理科） 

小学校５年生採点教科・・・・・・・・・・・５教科（国語・社会・算数・理科・外国語） 

中学校および中等教育学校２年生採点教科・・５教科（国語・社会・数学・理科・外国語） 

イ 集計業務 

(a) 各学校への提供データ 

・学校成績の統計表………………………学校の学力の状態がわかる資料 

 ＊市における、学校・学年・教科別の平均点や達成状況を一覧にしたもの。 

・観点別到達度学習状況一覧表…………全国や県等との比較（学年・学級） 

 ＊学年・学級及び児童生徒個人の各教科の観点別学習状況を知ることができる資料であるこ

と。 

・学習内容領域段階表……………………全国や県等との比較（学年・学級） 

 ＊学年・学級及び児童生徒個人の各教科の観点別学習状況について、領域別に分析した結果

を示した資料であること。 
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・大問別正答率一覧表……………………全国や県等との比較（学年・学級） 

 ＊学年・学級及び児童生徒個人の各教科の観点学習状況について、大問や設問、出題形式別

に分析した結果を示した資料であること。 

・学級成績の統計表………………………学級の学力の状態がわかる資料 

 ＊各学校における、学級別の平均点及び観点別、領域別に一覧にしたもの。 

・個人別成績表……………………………教師用・生徒用 

 ＊各教科の観点別に、児童生徒自身が、自分の学習達成状況をグラフやレーダーチャート等

の活用と数値で市平均点と個人の総合成績（児童生徒の得点、観点別得点、領域別得点）

が対比でき、学習意欲の向上に役立てることができるような工夫がなされている資料であ

ること。その際、苦手な部分に対するフォローアップにつなげるような工夫も行うこと。

また、教師が一人一人の児童生徒について、教科ごとの「基礎的知識」の観点別の目標実

現状況や、「活用する力」の現状を把握でき、指導に生かせる資料であること。 

・教科担任用観点別学習状況一覧表……中学校 

   

(b) 教育委員会への提供データ 

○各教科における千葉市全体の学力状況（全国や県等と比較して）を把握するデータ 

・実施学年の教科ごとの平均得点（全国や県等、千葉市）または平均正答率と標準偏差 

・教科別の観点別・内容領域別正答率 

・教科別の大問ごとの正答率 

・教科別ごとに観点別の達成状況（３段階分布） 

・教科別偏差値平均・標準偏差（小：３段階、中：５段階分布） 

・小問ごとの選択率（選択問題がある場合） 

 ＊誤答や無答の状況、問題ごとの全市の状況を示した資料であること 

・各学年各教科の得点分布 

・学校ごとの観点別学習状況一覧（全小・中学校） 

・各校の実施教科ごとの平均得点および平均得点または平均正答率と全国や県平均との差一

覧表（Excel） 

○全児童生徒の学力状況調査及び意識調査の素データ 

・受検者の氏名を伏せ、学力状況調査及び意識調査どちらも共通にナンバリングしたデータ

とすること 

・Excelデータで提供すること 

    〇その他 

・必要に応じて本市が依頼した視点で分析された資料 

 

（２）意識調査について 

  ① 意識調査問題の作成 

   ア 調査対象 

     学力調査対象児童生徒 
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   イ 調査時期 

     学力調査後に実施 

   ウ 調査時間 

     各学年２０分程度の意識調査とする。 

   エ 調査問題 

   （a）調査問題の内容については、以下のことに留意し教育委員会と協議の上作成すること。 

     ○第３次千葉市学校教育推進計画における成果指標が図れる設問を含むこと。 

     ・学校の勉強に対する好意、学習の理解に対する自己評価 

・読書週間、チャレンジ精神、自己肯定感        など 

  ○学力調査の結果と意識調査の結果との関係性が図れる設問を設けること。 

・意識調査の結果と全教科の正答率との回答群ごとの関係性 

例：「学校の勉強が好き」と「学習の実現状況」との関係性 

・意識調査の結果と関連教科の正答率との回答群ごとの関係性 

例：「国語の学習はよくわかる」と「国語科の実現状況」との関係性 

・家庭での生活状況と全教科の正答率との回答群ごとの関係性 

例：「毎日朝食をとるか」と「学習の実現状況」との関係性 

   （ｂ）作成する調査票の種別は、下記のとおりとすること。 

            区分 概要 

１ 通常版 小学校は各教科40分／中学校は45分で実施する。 

２ ルビ版 通常版に総ルビを付したもの 

 

  ② 処理及び結果の分析 

ア 教育委員会への提供データ 

○市単位及び学校単位で作成した、意識調査の結果について把握するデータ 

・意識調査の回答状況（％） 

    ○市単位及び学校、校種、学年単位で作成した、学力調査の結果と意識調査の結果との関係性

について把握するデータ 

・意識調査の結果と全教科の正答率との回答群ごとの関係性の集計 

・意識調査の結果と関連教科の正答率との回答群ごとの関係性の集計 

・家庭での生活状況と全教科の正答率との回答群ごとの関係性の集計 

    〇教育委員会が作成する報告書（別刷）、グラフに反映できるデータ 

イ その他 

    ・集計資料送付後にも、教育委員会の求めに応じて、協議の上、分析資料を追加提供すること。 

    ・提供をするデータは、項目一をそろえるなど、活用しやすくするとともに、教育委員会の要

望を反映すること。 

   

（３）学力調査問題、意識調査問題に共通する事項について 

  ① 学力調査（調査冊子及び解答用紙）、意識調査の作成、編集、印刷・納品、回収。採点、分析、
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各種データの集計等を確実に実施し、結果資料を各学校、教育委員会に提出すること。 

  ② 調査を実施する学校の基本情報（連絡先や担当者、調査実施日、受検対象となる児童生徒数、

特別な配慮が必要な児童生徒数と内容ほか、調査実施に必要な情報）については、教育委員会が

取りまとめたうえで提供する。 

  ③ 納品については、以下の要領とする。 

ア 調査実施に必要な「実施マニュアル」「調査問題」「解答用紙等」（以下「実施用部材」と

いう。）の納品は調査実施日の１０日営業日前までに行うこと。 

イ 宅配便等の納品履歴が残る形で納品すること。 

ウ 調査実施後の解答用紙を発送するための資材（宛先印字済み着払い伝票）も実施用部材とと

もに納品すること。 

  ④ 本調査に関する実施マニュアル（実施用部材の受取、調査の実施の仕方及び解答用紙の回収、

調査問題及び解答、解説等を記載したもの）を作成すること。実施マニュアルは学校向け（クラ

ス分＋１部）とする。また、実施後は回収をする。 

  ⑤ 個人が特定できるように、問題用紙や解答用紙に学校名、学年、組、番号、名前を記入する欄

を設ける。 

  ⑥ 各学校からの解答用紙等の回収を、調査実施日の３日営業日以内に確実に行う。 

  ⑥ 該当学年の実施マニュアル、調査問題冊子、解答用紙、ルビ振り版の送付した内容物および数

量を記載した一覧表を調査実施校毎、千葉市教育委員会教育指導課及び千葉市教育センターに納

品。（ただし、納品時間は、平日９時から１６時に限る。） 

⑦ 調査結果は委託者及び実施校へ指定された形式にて納品。（配送料は委託料に含む） 

 

５ その他 

（１）仕様書に定めるものの他、本事業の実施にあたり必要な事項は、千葉市と十分に協議しながら履

行すること。 

（２）仕様書の他、疑義がある場合は、千葉市教育委員会担当者の指示に従うこと。 

（３）セキュリティーについては、事業全体を通して機密の保持や個人情報の取扱の遵守を図るために

必要な措置を講ずること。 

（４）千葉市学力状況調査の履行場所は、以下の通りである。 

  千葉市立新宿小学校 他１６０校 

 


